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■１．人口減少社会と保育所等機能について



表２：保育所の利用児童数の今後の見込み 厚生労働省「これからの保育所・保育士の在り方に関する検討会」資料





持続可能な保育所等（保育者）の役割

■ 地域の子どもと家庭を支える保育所・保育者等の専門的役割

■ 「保育の多機能化」について

■ 多機能化の中で保育所・保育者等のビジョン

■ 人口減少社会を迎え、保育所等・保育者の在り方とは？

－保育需要減少地域での持続可能な保育所の体制

☞ダウンサイズ化、法人連携、共生型化



全ての子育て家庭を支援の対象とする考え方

－保育の多機能化





未就園児の実態

■ 3歳未満児の未就園児は177万人（R元年）

■同年代の保育所等利用児童の89万人の2倍近く

■母親の不就労が保育を利用しない理由の一つ

■経済的に困窮している（可処分所得が全世帯平均に
及ばない）家庭で未就園は多い

■母親は育児に専念すべきとの考えから就労せず、保
育を利用しない家庭が一定数

■所得の高い層よりも低い層で専業主婦率が高いとの
指摘（周 2019）



未就園児の実態

■ 経費（教材費、行事費、食費など）が負担で、家庭保育

を選択するケースもある

■ 低所得、多子、外国籍など社会的に不利な家庭で無園児

（保育所、幼稚園等に無所属）が多い（可知 2022）

■ 保育を利用しない家庭の中には、声を上げにくい背景が

多様に存在している

■ このように考えると家庭保育が必ずしも養育に適切では
ないケースがある







こども誰でも通園制度（R6年本格的試行実施）

【理念】

■ 就労等の条件の有無にかかわらず、こどもの発達を促すことを目的
とした保育制度の確立

■ 多様なライフスタイルによる子育て環境の変化に対応した子育て支
援の在り方を確立

■ 保護者の子育て不安の軽減等を図ることで安定した親子関係の形成
を支援

■ 要支援家庭等子育てに課題を抱える家庭を早期に保育につなげるこ
とで、子どもの成長発達支援、子育て支援を展開

■ 「親子通園」を可能とし、親子共に安心できる保育の提供

■ 子育て家庭に必要なインフラとして保育等施設を有効に活用



実施要綱（案）より
こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試行的事業実施の在り方に関する検討会（第4回）参考資料⑤より



実施要綱（案）より



実施要綱（案）より



実施要綱（案）より



実施要綱（案）より



保育所の空き教室等を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業具体的な実施状況



保育所の空き教室等を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業具体的な実施状況





医療的ケア児 こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試行的事業実施の在り方に関する検討会（第4回）参考資料③より



保育所と児童発達支援事業所の一体的実施









「地域子育て相談機関」機能

【目的】

■ 全ての子育て家庭を対象として、子育て世帯と継続的に
つながるための支援を行う相談機関を身近な地域に設置

■ 子育て家庭との接点を増やし、子どもの状況把握と状況
に応じた支援を提供

■ こども家庭センターと連携し、虐待等の予防を含めた早
期発見・早期支援を展開

■ 利用者支援事業を核として中学校区に1か所設置



地域子育て相談機関 こども家庭庁ホームページ









こども家庭ソーシャルワーカー認定資格 児童虐待防止対策部会第3回資料１



こども家庭ソーシャルワーカー認定資格



こども家庭ソーシャルワーカー認定資格



（多様化する）保護者のニーズ



□保護者からの相談の頻度と対応の困難度について保育者に質問

■子どもの相談

・「子ども同士のトラブル」（頻度：46.8％、困難度：56.3％、以下同じ並び）

・「落ち着きがない」（51.1％、52.2％）

・「言葉が遅い」（50.1％、51.8％）

・「苦情・要望」（14.0％、46.0％）

－保育士の対応に負担が大きいことがうかがえる

□保護者自身の相談

・「育児に関する精神的ストレス」（34.8％、 42.7％）

・「子どもが好きになれない」（3.3％、42.0％）

・「子どもは欲しくなかった」（0.8％、40.2％）も、頻度は低いものの困難度は高い

－相談があった場合には慎重な寄り添いの支援が必要
36

保護者の悩みや心配事等；厚生労働省調査より
保育所等における子育て支援のあり方に関する研究会報告書（令和5年3月）



■ 子どもの育ちに関する心配事

・「子どもが言う事を聞かない」「食事」「生活リズム」等に約４割の保護者が「あてはまる」

と回答

■ 親自身のこと

・「身体の負担」「仕事との両立の困難さ」「精神的ストレス」「他のことにかける時間が確保

できない」に約５割の保護者が「あてはまる」と回答

■ 特に母親

・身体的負担（58.7％）、精神的ストレス（55.5％）、仕事と子育ての両立の困難さ（54.4％）

「子どもが欲しくなかった」という悩み

・「育児環境に関する支援ニーズ」の因子と相関が高く、育児環境に影響を受けている可能性

■ 保育所保育における保護者支援

・「子育て」に焦点化した支援と保護者が抱える育児負担やその緩和等に焦点をあてる

・保護者が心身ともに安定した生活ができるための支援も重要
37

保護者の悩みや心配事等；厚生労働省調査より
保育所等における子育て支援のあり方に関する研究会報告書（令和5年3月）



２．保育における虐待防止



テーマの背景

■ 認可保育施設等での園児暴行事件

他 不適切保育事案の多発

■ 厚生労働省による全国調査（認可保育園）2022年12月

☞調査が実施された背景

■ 調査結果

不適切保育 914件

暴力などの「虐待」 90件

－身体36件、心理42件、ネグレクト4件（重複）



保育所等における虐待防止等に関するガイドライン

こども家庭庁 https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/e4b817c9-5282-4ccc-b0d5-ce15d7b5018c/13e273c2/20230512_policies_hoiku_3.pdf



人権擁護チェックリストを活用した職場内研修で保育の質の向上
－自己評価、チェックリストの活用

不適切保育＝虐待の認識の共有
現場で直ちに事実確認
－職場で適切な対応と自治体へ報告
－再発防止策と第三者による評価



保育所等における虐待等の防止及び発生時の
対応等に関するガイドライン
こども家庭庁（令和5年5月）



■不適切な保育を生じさせない職場環境等の整備

－燃え尽き症候群

－職場環境



不適切な教育・保育が起きる時－triggerを知る

■ こどもの気になる行動（修正させたい行動）

■ こどものために、と思いつつも、自分の（気になることを無くしたい）ために

‘切り替えの悪さが・・・‘

‘食事で残すことが・・・‘

‘大きな声を出すのが・・・‘

‘整理整頓が・・・‘

‘気になる＝囚われている信念（〜させないといけない心理）‘

■ 自身の信念や価値観に対する内省が不足していると‘イライラ’

■ こどもに責任を転嫁し、引き金が引かれる

■ 対策として、頭の中でシャークミュージックが流れる時を自覚する

子どもの‘何が’、自分のイライラを
起こす（Trigger）原因になるのか？



不適切な教育・保育の背景－職員の葛藤；燃え尽き症候群

燃え尽き症候群の３つの要素
①達成感欠如

仕事の満足度が低下する

他者や組織・現場に貢献しようとする意識が低下する

②情緒枯渇

喜怒哀楽が消失する（感じられない）

淡々と仕事をこなすことが増える（感情が沸いてこない）

コミュニケーションが低下する（他者と理解しあおうとしない）

③脱人格化

人との接触を避け始める（事務的仕事を好む）

利用者（こども、保護者）に非人間的な対応をしがちになる

施設内虐待などの発生要因にもなり得る



職場環境（安心できない）

■ ほっとできない緊張感

→ノンコンタクトタイムの保障

■ 職員同士が（配慮しつつ）思ったことが言えない

（自分が）良いと思うことができない

→（ある程度）自由な発言が許容される受容的ミーティング

■ 不安や不満を抱え込む保育士

→‘ヒヤリハット’等を日常的に共有する習慣づけが重要



職場環境（自律性や裁量が低い）

①自律性の低い職場

・自らの意思ではなく、他者から強制されることが多い

・仕事をやり遂げたとしても、充実感よりも徒労感が残る

②一方的なコミュニケーション

・上位者の決定を伝達されるだけ、命令を受けるだけではストレスは増大する

・多忙で過重な負担があっても自分の力で軽減し解消ができなくなる

③仕事の進め方に裁量の余地がない
・役割が不明確で、責任の範囲が決まらず、特定者に負担が過重する

・参加型の規律は消耗感を解消し、職務への満足感が高まる



法制度の整備
■ 虐待に関する通報義務に関する法規定

■ 児童虐待：第6条 虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに通告しなければならな
い。

■ 児童養護施設等：被措置児童等虐待－児童福祉法第33条の十二 被措置児童虐待を受けたと思われ
る児童を発見した者は、速やかに市町村を通じて都道府県行政機関等に通告しなければならない。

■ 高齢者施設：高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 第21条 要介護施
設従事者等は、業務に従事する要介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を
発見した場合、速やかに市町村に通告しなければならない。

■ 障害者施設：障害者の虐待防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 第16条 障害者福
祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、市町村に
通報しなければならない。

■ →保育施設には、虐待を受けたと思われる子どもを発見した場合の通告義務に関する法規定が存在
していません。従って、虐待（不適切）等保育を市町村に届け出ることは、発見者の倫理観や判断
に基づくものとなり「内部告発」や「密告」の扱いとなっています。

■ 法整備により…発見者には通告義務が生じ、通告を受けた市町村は即座に①事実確認と認定、②園
対応の評価、③改善指導、④第三者委員への報告他の措置を執ることとなり、保育所と行政が一体
となり虐待防止に取り組む体制が進むことになります。



保育所における自己評価ガイドライン（2020年改訂版） https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000631124.pdf



■ご清聴いただきありがとうございました。



参考図書の紹介


